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１ ．問題認識
　18世紀にイギリスから始まった産業革命に伴う社会の発
展をとらえる時、イノベーションがその起爆剤となってい
ることには、疑う余地はない。そして、持続可能な社会形
成の実現に寄与するイノベーションの重要性が益々拡大し
ている（神田，2006，p.13）。技術の社会的影響は、人間
の物質的生活のみならず、精神的・文化的側面にまで深く
及びつつあり、技術体系はますます社会的性格を強めてお
り、企業の目先の利益にとらわれない深い考察が必要であ
ることを、多くの人々が感じ始めているのである（スティ
ラーマン，1962）。
　イノベーションの今後の方向とあり方を模索するにあ
たっては、それを生み出す一つの場となる企業と、それら
を受け入れると共に次の革新を育む社会の関係を深く洞察
することが求められるが、社会の中での企業の存在の大き
さを考えるとき、そこでのイノベーション構築のあり方が
極めて重要であると考えられる。大規模化した企業内での
研究開発活動の成否が、その企業の競争力を左右し、さら
には、一国経済の栄枯盛衰にさえ、大きく影響を及ぼすよ
うな現実をみることができるのであり、こうした状況は、
企業における研究開発であっても、ソーシャルマネジメン
トが必要であることを示している。
　ところで、イノベーションについての研究は、市場での
競争との関係で論じられてきたといえる。クリステンセン
（2006）が、イノベーションは本来社会変革を意味するも
のであるとしているように、イノベーションの最後的な価
値に焦点を当てるならば、イノベーションを社会変革とし
てこれを考察する必要のあることを指摘できる（大室，
2009,p.13）。社会変革としてのイノベーションに対する研
究は、楠木（2001）によれば、社会・経済システムに影響
を与える「『新しいもの』が生み出されるプロセス」の研
究であるという。ソーシャル・イノベーション論もこれに
該当し、如何にソーシャル・イノベーションを生み出すか
というところに関心がある。
　また、ソーシャル・イノベーションの既存の研究には、
イノベーションを促進させる社会・経済システムの変革、
イノベーション後の社会・経済システムの変革、社会問題
を解決する新たな仕組みとしてのソーシャル・イノベー
ションという三つの潮流が認識されている（大室，2004：
p.186）。しかし、本研究が取り扱おうとしている現象は、
自社のビジネスプロセスや社会・経済システムを変革し得
る潜在的な影響力を有するイノベーションの、むしろ企業
の活動だけではなく、ソーシャルマネジメントへの影響に
ある。つまり、これまでのソーシャル・イノベーション論
において見逃されていた、イノベーション後のビジネスプ
ロセスや社会・経済システムの変革が、どのように企業活
動を動かし、どのようにソーシャルマネジメントを影響す
る、その変動に対して企業が如何に能動的・受動的に対応
し得て、マネジメントするのかという問題を、企業におけ
るイノベーション戦略としてとらえようとするものであ
る。
２ ．研究目的
　本研究では、既存のソーシャル・イノベーション研究に
おいて見逃されてきた、イノベーション後のビジネスプロ
セス、社会・経済システム変革の影響を考慮した、企業に
おける研究開発に関するイノベーション戦略の論理を構築
する手掛かりを得ることを目的とする。本研究の狙いは、
市場での競争優位性との関係で分析されてきたイノベー
ションを、社会・経済システムへの働きかけとして観るだ
けではなく、社会・経済システムからの働き掛けとしても
同時に捉え、企業と社会・経済システムとの相互作用に立
脚した戦略構築の可能性を論ずるところにある。本稿で
は、社会・経済の変革に大きな影響を及ぼした事例を検討
し、事例分析から導かれる研究モデルを提示し、仮説を定
立する。
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３ ．事例検討
　ここでは社会・経済の変革に大きな影響を及ぼした、マ
イクロソフト社のイノベーションのうち、インターネット
普及に関する一つの代表例として、Internet Explorer が
考えられる。
　Internet Explorer 1.0 は95年８月24日に公開され、当
初、Microsofut Plus! に含まれる Internet Jumpstart Kit
として40ドルで販売された。また、マイクロソフトは95年
11月 IE の新バージョン2.0及び、 96年８月のバージョン3.0
の公開により主要な Wed サイトから使用期限付き体験版
無料のコンテンツを提供した。この時点で、IE という技
術そのものには、大きな変化がなかった。しかし、96年無
償化という新供給方法についてのイノベーションが IE
ユーザーを増大させた。そして、98年の windows98の抱
き合わせ販売により、IE を巡るステークホルダーが変化
した。すなわち、司法省が、マイクロソフト社の IE 無償
公開が違法な抱き合わせであると考えられることを指摘し
たのであった。
　続いて、IE では基本的に売り上げが無い以上、Win-
dows など他のマイクロソフト製品の売り上げから開発費
が出ているとして、マイクロソフト製品が不当価格である
との批判も社会的評価として生じた。後に98年10月19日独
占禁止法違反として提訴も行われるようになった。結果と
して、マイクロソフト社は、1997年 IE4.0から、Windows
の一機能として IE を搭載されるようになった。このこと
がウェブブラウザ市場シェアをほぼ独占するきっかけと
なった。このような、企業自らがイノベーション戦略の一
環として、社会的イノベーションを意識的に仕掛けること
によって、マイクロソフト社は大きな市場を確保すること
ができたのである（伊吹，2007）。
　その後、マイクロソフト社の圧倒的なシェアの拡大は、
新たなステークホルダーとしての消費者団体を呼び込むこ
とになる。すなわち、消費者団体はマイクロソフト社以外
のメーカー製品の購入ができなくなるという指摘をしたの
であった。マイクロソフト社の IE と Windows を一体化
した販売が、独占禁止法に違反としているとして、提訴さ
れたのである。この訴訟に対しては、マイクロソフト社は
和解に応じた。和解は、マイクロソフト社が和解金を支払
うことと、一定期間にマイクロソフト社製品を購入した
ユーザーに対して、同社以外のメーカー製品も購入可能な
クーポン券を配布することであった。マイクロソフト社法
律顧問ブラッドスミス氏は「われわれは、和解金によっ
て、学校を支援できることを喜んでいる。また、いつまで
長引くかわからない訴訟に時間や費用をとられる代わり
に、製品開発に注力できる」と語った。このように、企業
における社会的イノベーションの戦略は、ステークホル
ダーの価値観に左右されると言える（伊吹，2007）。
　ソーシャル・イノベーション論では、現在の社会・経済
システムのもつ諸問題が、企業家の活動、そして消費者の
活動を通じて徐々に解消されていくという、進化的プロセ
スに基づいて社会発展を論ずるイノベーション研究の一分
野である。ただし、従来の研究は、新社会・経済システム
の生成が企業システム革新にもとづく新製品及び新サービ
スへ与える影響、特にマイナスの効果については意識され
ていないのである。つまり、イノベーションが結果として
生みだす、社会・経済システムからのマイナスの効果をも
意識する必要が、存在しているのである。本研究ではこれ
を中心に検討する。
４ ．研究モデル
　ここで問題になるのは、どのような時に企業が生み出し
た社会・経済の変革が企業にマイナスの効果をもたらし、
どのような時にプラス効果になるのかということにある。
イノベーションに対する社会の評価がこれに関係している
ものと思われる。こうした企業の行動とその結果に対する
社会的な評価の基準として、企業の倫理基準や社会的責任
基準の観点から探る。倫理・社会的責任基準はこれらが充
足されれば企業の生み出した社会・経済の変革が、企業に
プラスの影響をもたらすものと考えられる。あるいは、少
なくとも非マイナスとなるだろう。その一方、未充足なら
ば恐らくマイナスの影響が出ると考えられるのである。こ
ういった社会的イノベーションは社会・経済システムを変
革し、人々の価値観に作用するのである。また、この事例
が示唆することは、イノベーション後の社会・経済を認識
し、それに基づく自社のイノベーション・事業のビジョン
を有しておくことの重要性である。社会的イノベーション
戦略を構築しておくことが必要なのである。こうしたビ
ジョンは、過去のイノベーションの経験から得られると思
われる。
　ここまでで述べてきた検討に基づき、本研究では次の三
つの研究課題を研究モデルとして提示する。一つは、どう
いうイノベーションがどのようなステークホルダーの変化
をもたらすかということである。二つ目の課題はどのよう
なステークホルダーの変化がどのような社会的評価の変化
をもたらすかということである。三つ目には、どういう社
会的評価がどのようなイノベーションをもたらすか、評価
のプラス効果、マイナス効果との対応関係である。
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５ ．仮説の提示
　これらの研究課題に取り組むための前提として、本研究
では、以下の三つの仮説を提示する。
　【仮説１】「イノベーションの創出をもたらした新結合が
新たなステークホルダーとの関係を導く」というものであ
る。社会的責任を考慮したステークホルダーとの領域関係
の変化に関する仮説である。【仮説２】「新たなステークホ
ルダーとの関係により、企業に対する従来にはない社会的
評価が発生する」ことを提示する。ここでは企業に対する
社会的評価は、新たなステークホルダーの評価に依存する
と考えている。【仮説３】「社会的評価の変化がイノベー
ションの創出に影響を及ぼす」ことを提示する。特に、
（１）新たなステークホルダーの評価が肯定的ならば同じ
ドメインでのイノベーションの創出を促進すること、そし
て、（２）新たなステークホルダーの評価が否定的ならば
当該ドメインの否定的な影響を肯定化するイノベーション
を促進するということを想定する。
上記の仮説が支持される場合、企業は、イノベーションの
結果としてもたらされる新たなステークホルダーの価値観
を意識して、社会的イノベーション戦略を構築すべきと考
えられる。こうした、イノベーション戦略はビジネスを通
じて社会的課題の解決と経営的成果の両立を図ることを、
ステークホルダーとの関係のバランスの中で考慮されるこ
とを必要としている（伊吹，2007）。
６ ．今後の課題
　本稿では、三つの研究課題を示し、これらに取り組むた
めの前提となる仮説を提示した。今後は、これらの仮説の
妥当性を確認し実証していきたい。
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